
「放課後、こどもたちが帰る時間に毎日開けて、学校の話等で励ましてもらったり、
アドバイスしてもらえたりすることで、元気になって、

ちょっと気が楽になってもらえるような場所は、絶対あった方がいい。」（こども食堂）

「学校が居場所にならないこどもたちが出てきているように思える。

そのこどもたちに、必要な場所、必要なものが提供できるとよい」（フリースクール）
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序章 調査研究の概要

第１章 こども及び保護者アンケート調査結果 第２章 施設等運営者ヒアリング調査結果 第３章 先進事例ヒアリング調査結果

第４章 調査結果のまとめと今後の方向性

全ての年代のこどもが
いつでも居場所を利用できる環境が必要である

既存の居場所の
持続可能な運営の継続が必要である

支援が必要なこどもを適切な支援に
つなげる必要がある

居場所に関する情報をこどもや保護者に
届ける必要がある

年代ごとに求められる要件やニーズを
踏まえた新たな居場所づくり

既存の居場所の運営支援
居場所運営者の人材育成、
関係機関との連携強化

こどもの居場所情報の収集・発信

・特に居場所不足が懸念される

15歳以上の若者の居場所づくりに向けた検討

・複数の選択肢が常に持てる状態を目指し、

地域の公共施設や民間店舗の活用を検討

・既存の居場所の運営・取組が充実するよう、

運営費や人材支援、広報支援等必要な支援の実施

・こどものニーズに応じた環境整備への支援、

地域住民や学生等の協働によるサポート体制検討

・専門の支援が必要なこどもを早期に支援に

つなげていく包括的支援体制の構築に向けた検討

・学校区等地域性を踏まえた、居場所運営者間での、

情報交換・相互支援ができる関係づくり

・市ＨＰや、関係機関等へのヒアリングによる、

各種情報収集の実施

・こどもが情報を受け取りやすい媒体を通じて、

ニーズに沿って、情報を探せる仕組みづくり

１ こども向けアンケート調査結果
対象：市内の小学１年生～29歳の男女

5,500人（年齢・区別の層化二段抽出）

回答：1,250件（回答率 22.7％）

○ 家 が居場所である …92.3％
○学校 が居場所である …84.5％
○職場 が居場所である …64.3％

○家･学校･職場以外の
居場所がある …65.0％

居場所がほしい…33.6％

○「家が居場所でない」回答者のうち
家・学校・職場以外の
居場所がほしい…67.3％

○家・学校・職場以外で
居場所と感じている場所（複数回答）

祖父母・親戚の家 …57.9％

ショッピングセンター等…48.5％

公園等 …45.3％

○家･学校･職場以外の居場所に望むこと
（複数回答）

いつでも行きたいときに行ける …61.0％

好きなことをして自由に過ごせる …60.4％

一人で過ごせる、何もせずのんびりできる

…46.8％

２ 保護者向けアンケート調査結果
対象：市内の小学1年生～中学3年生の保護者

3,300人（年齢・区別の層化二段抽出）

回答： 910件（回答率 27.6％）

○こどもの居場所に求めたい要件
（複数回答）

家や学校の近くなどの近場にある …77.2％

無料又は低価格で利用できる …43.7％

資格保有者などの
信頼できる運営スタッフがいる …38.7％

○居場所に有してほしい機能（複数回答）

こどもの好きなことや

興味のあることができる…51.6％

こどもどうしで

関わり合うことができる…50.3％

こどもが知らないことや新しいことなど、
関心がなかったことに取り組むことができる

…35.4％

１ 書面ヒアリング調査結果
対象：市内のこどもの居場所と考えられる

1,267の施設等運営者

回答：518件（回答率 40.9％）

２ 対面ヒアリング調査結果
対象：市内の９つの施設等運営者

児童育成クラブ・児童館・地域コミュニティセンター・
フリースクール・こども食堂・プレイパーク・学習塾・
習い事・通信制高校サポート校

○施設等運営者が抱える課題 ― 多くの施設が何らかの課題を有している状況が明らかに

人材不足・人材育成が困難…28.4％ …ほぼすべての形態の施設

個別支援の難しさ …17.8％ …児童育成クラブ、こども食堂等

活動する場所がない・狭い…15.6％ …児童育成クラブ、児童館・児童室等

運営する資金が不足 …14.7％ …こども食堂等の民間施設

○行政機関との連携

フリースクール …66.7％ 教育支援センター …57.1％
児童育成クラブ …38.8％ 児童館・児童室 …38.1％

主な回答施設

行政との連携経験有り
又は連携の必要性を感じる
と回答

○居場所の意義・重要性 ― いずれの事業者も「こどもの居場所」の重要性を指摘

○経営資源(ヒト・モノ・カネ)の不足を訴える声

アルバイトが定着しづらい（学習塾）、こどもを預かるための教室が不足（児童育成クラブ）、

運営経費の補助が単年度であるため事業継続の見通しが立てづらい（こども食堂） 等

トワイライト
スクール・ルーム

（名古屋市）

みんなの
校庭プロジェクト

（川崎市）

中高生の居場所づくり

モデル事業
（名古屋市）

文京区青少年プラザ

「b-lab」
（東京都文京区）

川崎市ふれあい館
桜本こども文化センター

（川崎市）

川崎市子ども夢パーク

（川崎市）

市内の全ての市立小学校で実施する
全児童を対象とした
放課後活動（月～土：休日等除く）

放課後の指定曜日・時間帯の運動場
を学校管理外として開放

児童館の開館時間を延長し、
中高生世代専用時間帯として実施
している居場所づくり事業の拡充

中高生世代専用の
新規に設置された居場所

日本人と在日外国人との交流、
異年齢の交流が生まれる施設

不登校児童・生徒の居場所と
プレーパークが併設された施設

背景 ■社会環境の変化

   少子化、地域のつながりの希薄化等に伴い、他者と関わる機会が減少

→こどもが安心して過ごせる場（「こどもの居場所」）の重要性が増加

上位の項目

主な調査結果

主な調査結果

■国等の動向 「こどもの居場所づくりに関する指針」等により自治体の取組・推進が求められる

■熊本市の動向「（仮称）熊本市こども計画」の策定に向け、こどもの居場所のニーズや実態、施設が抱える課題等の現状把握、

今後のこどもの居場所の在り方の方向性の検討 が急務に

運営者の意見(一例)

運営者の意見

熊本市の取組の方向性

熊本市の現状の課題

１ こどもの利用・訪問の動機となりうるような、こどもに支持される「こども向け設備・サービス等」が提供されていること。

２ こどもが好きな過ごし方をするための選択肢(自由度)があり、その選択がこども本人の意思に委ねられていること。

３ こどもが利用しやすい「５つのアクセス性」(※1)を有していること。

４ 「こども・若者の居場所づくりにおいて大切にしたい視点」 
(※2)のいずれかを有していること

５ 専門知識を持つスタッフの配置、事故や犯罪被害に対する防止策など、こどもの安全を確保するための措置がとられていること。

６ こどもを適切な支援につないだり、より良い運営に向けた情報交換等を行うための、関係機関・団体との連携体制が整っていること。

７ 地域コミュニティのハブとしての機能を、一定程度有しており、地域を巻き込んだ活動・見守り等が、展開できること。

８ 人材確保や資金調達等の面で安定した経営基盤を有しており、事業の継続性に問題がないこと。

熊本市における「こどもの居場所」のあるべき姿 全ての前提：こども自身の主体性・意思にもとづくこと調査結果のまとめ

家や学校を居場所と感じていないこどもが一定数いる

家・学校・職場以外の第三の居場所を求めるニーズは全世代で一定数存在する

15歳以上のこどもに特化した居場所など、年代別にあるニーズへの対応 など

経営資源の不足感、個別支援・連携の強化、行政への期待、情報発信 など

施設等運営者

５つのアクセス性
居場所情報に対するアクセス性、距離的アクセス性、

経済的アクセス性、時間的アクセス性、精神的アクセス性

※1

※2 内閣官房こども家庭庁設立準備室による
   「こどもの居場所づくりに関する調査研究」報告書
    において示された３つの視点を指す。

熊本市の今後の取組の参考となる事例を選定し、ヒアリング調査を実施。

出所：名古屋市 出所：川崎市 出所：名古屋市

こども及び保護者

これらの調査結果等を踏まえ、

本調査研究においては、

「こどもの居場所」のあるべき姿を

右のとおりに定める


